（消費税廃止各界連）2026年9月宣伝スポット（参考例）
◆ご通行中のみなさん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。くらしや営業、地域経済を守るため、消費税率を一律5％以下に引き下げ、インボイス制度を廃止するよう求めています。
◆物価高が続き、消費税減税を求める国民の声が広がるなか、高市政権は「食料品の消費税1％、2年間限定」という減税策を進めようとしています。
◆しかし、「食料品だけ1％、2年間限定」では、深刻な物価高に苦しむ国民や中小業者を救うには不十分です。私たちは、食料品だけでなく、消費やサービスなどすべての取引にかかる消費税を一律5％以下に引き下げることを求めています。
[bookmark: _GoBack]◆なぜ「食料品だけ1％」では不十分なのでしょうか。食料品を店頭で販売するまでには、輸送費や包装費など、食料品以外のさまざまなコストがかかっています。食料品だけ税率を引き下げても、それ以外にかかる消費税は10％のままです。減税分がそのまま反映されるとは限りません。
◆しかも2年間限定です。事業者は税率変更のためにレジや会計処理を変更し、価格を引き下げても、2年後に再び、税率を元に戻し、価格表示などを改定しなければならなくなります。経営者にも消費者にも混乱をもたらすことは明らかです。
◆さらに、食料品の税率だけを引き下げれば、外食産業など10％の税率が適用される業種との税率差が広がります。外食産業からも、経営や雇用への悪影響を懸念する声が上がっています。
◆複数の税率を残せば、事業者の負担もなくなりません。複数税率に対応するために導入されたインボイス制度の廃止が遠のき、小規模事業者やフリーランスを苦しめ続けることになります。
◆消費税を一律5％以下に引き下げれば、事業者に複雑な税率対応を求める必要もなくなり、インボイス制度導入の根拠もなくなります。
◆政府は「低所得者を支援するため」として、2029年度から就業者負担軽減支援金の導入を目指しています。しかし、この制度にも重大な問題があります。
◆日本共産党の試算では、この支援金の対象は多く見積もっても1200万人程度、国民の1割ほどです。食料品の1％減税が終わって消費税が元の税率に戻れば、残り9割の国民には増税だけが押し付けられることになります。
◆物価高に苦しんでいるのは、給付の対象になる一部の人だけではありません。一部の人への給付ではなく、すべての人の負担を直接軽くする消費税の一律5％以下への減税が必要です。
◆政府は消費税を社会保障の財源だと説明します。しかし、消費税は導入以降、社会保障のためだけに使われてきたわけではありません。大企業や富裕層への減税の穴埋めにも使われてきました。
◆大きな利益を上げている大企業や、所得1億円を超える富裕層への税負担を軽くしている不公平な税制を見直すべきです。不公平な税制を正せば80兆円を超える税収を確保でき、消費税5％減税の財源を生み出すことができます。大企業・富裕層優遇の不公平な税制をただし、軍事費の膨張を見直し、税金の使い道を国民生活第一に転換することが必要です。
◆私たちは、消費税率5％以下への引き下げとインボイス制度の廃止を求める署名に取り組んでいます。これまで40万人以上の方が賛同し、国会に届けることで、各党に消費税減税を公約させる力になってきました。
◆ぜひ、みなさんも署名にご協力ください。一緒に声を上げ、消費税率5％以下への引き下げとインボイス制度の廃止を実現しましょう。
